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１．経営戦略の位置付け 

 

我が国では、今後人口減少によるサービス需要の減少や、施設の老

朽化に伴う更新需要の増加など、公営企業を取り巻く経営環境が厳しく

なると予測されています。 

各公営企業が将来にわたって住民生活に必要なサービスを安定的に

提供するためには、公営企業会計の適用拡大や経営比較分析表を活用

した「見える化」による現状分析に基づく経営戦略の策定、抜本的な改

革などを通じて、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上が求められ

ます。 

 

２．小松市水道事業の現状 

 

経営状況分析から見える本市の特徴 

❶経常収支比率は 100％以上であり県内市平均、全国類似団体平均よりも高い 

過去５か年においては、経常収支比率は 120％前後で推移しており、安定した経営を行っています。毎年度利益を計

上（経常収支１００％以上）しており、確保した利益を投資財源とすることで企業債発行の抑制となっています。また、経

常収支比率は県内市平均、全国類似団体平均よりも高い水準であり、今後も利益を確保しながら経営の継続を進める

一方で、物価上昇や施設の老朽化対策や耐震化対策による経費増加が見込まれるため、料金水準や経費圧縮などの

検討を行う必要があります。 

 

❷給水人口は減少も、給水戸数は増加により給水収益は微減 

給水人口は微減が続いています。過去５か年で令和元（２０１９）年度と直近の令和５（２０２３）年度と比較して約２％の

減少です。一方では給水戸数は増加が続いています。過去５か年で令和元（2019）年度と直近の令和５（２０２３）年度と

比較して約４％の増加です。このため、給水収益は過去５か年で令和元（２０１９）年度と直近の令和５（２０２３）年度と比

較して約０．５％の減少にとどまっています。 

 

❸経常費用は安定も物価上昇の影響あり 

経常費用は減価償却費や物価上昇に伴う動力費等の増加や、給与の引き上げによる人件費の上昇、労務単価

の上昇による委託料の増加など、全体的にも増加する見込みです。 

 
 

３．今後の予測              

 

有収水量と給水収益の予測 

令和 5（２０２３）年度の料金単価実績のまま推移した場合の給水収益は、総人口並びに有収水量の減少に伴い、微減

傾向と予測されます。 
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４．財政基盤強化に向けた課題               
 

❶経営状況は安定も給水収益は微減 

毎年度利益を計上(経常収支 100％以上)し、経常収支比率は県内市平均、全国類似団体平均よりも高い水準であ

り、今後も利益を確保しながら経営の継続を進めます。その一方で、物価上昇や施設の老朽化対策や耐震化対策によ

る経費増加が見込まれるところです。 

しかしながら、給水人口は微減が続いています。このため、給水収益は過去５か年で令和元（２０１９）年度と直近の令

和５（２０２３）年度と比較して約０．５％の減少となりました。この傾向は今後も続くと予想されます。給水収益の減少が予

測されるため、料金水準の検討を継続的に行うことが必要になっています。 

 

❷物価上昇等による維持管理費の増加 

経常費用は物価上昇に伴い、動力費等の増加や、労務費単価の上昇による委託料の増加など、全体的にも増

加する見込みです。このため、更なる費用削減を進めるとともに物価上昇に対する財源の確保が必要です。 

 

❸投資は老朽化・耐震化対策が中心 

水道施設及び管路ともに、老朽化・耐震化対策が急務となっています。緊急度等に基づき優先順位を定め着実に実

施することが必要です。 

 

❹今後の投資による企業債残高の増加 

老朽化・耐震化対策による投資財源は、今後は企業債を積極的に活用する予定です。そのため、企業債残高は

増加する見込みです。 

 

５.経営改善に向けた目標 
 

目標❶経常収支比率 100%以上の維持 

令和 5（2023）年度においては経常収支比率 119.35％となっています。 

本計画期間内はすべて 100％以上を維持します。 

目標❷料金回収率 100%以上の維持 

令和 5（2023）年度において減免前の給水収益 2,113,179 千円に対し料金回収率は 115.59％となっています。

本計画期間内はすべて 100％以上を維持します。 

目標❸企業債残高対給水収益比率 240%以下に抑制 

■有収水量の予測                                            ■給水収益の予測                             



- 3 - 

 

現状想定される投資においては企業債を積極的に活用しますが、過度の借入にならないよう、企業債未償還

残高の管理を徹底します。企業債残高給水収益比率の令和 4(2020)年度、全国類似団体平均が 238.77％であ

ることから当指標の目安である 240％以下を超えないように抑制します。 

 

６.投資・財政計画（シミュレーション） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○目標❶経常収支比率１００％の維持・・・達成 

 

〇目標❷料金回収率１００％の維持・・・達成 

 

○目標❸企業債残高の抑制・・・達成 

 

●経常収支比率：計画期間中 100％以上を維持 

●料金回収率 ：計画期間中 100％以上を維持  

●企業債残高 ：令和 15 年度に約 225.6％になるも、企業債

残高給水収益比率は 240％以下となってい

ます。 
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7．今後の取組の概要               

 

経営の基本方針における目標達成や投資・財政計画の推進に向け、主に次の取組及び検討を実施します。 

 

施設・管路の更新や補修は、重要度・老朽度を考慮した「小松市アセットマネジメント計画」に基づき、事業の平

準化を図りながら施設規模の適正化を進めます。また、耐震化に向けては「小松市上下水道耐震化計画」に基づき、

対策を実施します。料金改定については５年に１回の周期で検証を行います。 

※なお、この表では、全体投資スケジュールとして令和16年度まで掲載していますが、各事業については計画期間

後も継続して事業を行っていきます。 

 

令和7（２０２５）年度から令和１6（２０３４）年度までの主要な事業における投資総額は約１３０億円を想定し

ており、投資に対する財源として、企業債を積極的に活用する予定です。年度別の財源は次のとおり想定して

います。これまでの蓄積された利益（自己財源）を活用しながら投資を進めることとなりますが、事業を将来に

わたり安定的に経営していくため、内部留保資金を確保しつつ企業債を活用して進める予定です。 

 

8．次回以降の見直し 

本戦略の次回以降の見直しについては、料金の妥当性の検証及び検討や投資計画の進捗等、経営の変化にあ

わせて、令和１２（２０30）年度から定期的に行います。また、目標に向けたシミュレーションをベースに必要に応じて

収支実績や取組効果の確認、業績目標との乖離の確認及びその原因分析を行うとともに、今後の取組についての

検討、見直しを５年に一度行い、料金の在り方を検討することとします。 

■計画期間である令和 16（2034）年度までの全体投資スケジュール     （単位：千円） 

■令和 16（2034）年度までの年度別投資財源               （単位：千円） 

■経営戦略及び料金の見直し・検討スケジュール 

 


